
・備品の更新を実施す 小中学校の校地、校舎、屋内運動場等施設の適切な管理と、老朽化した施設の改善工事や修繕を実施し、児
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的 童・生徒が安全で安心して学ぶ環境を整備する。
展開方向

・校地及び施設の点検に基づき改善工事及び修繕等により適切な対応を図る。 ・学校施設の点検や学校からの不具合の報告に基づき適切に対応する。　・修繕予算のうち軽微な修繕は各
・校地内の樹木の剪定、草刈業務等を委託する。 学校予算配当し学校で対応する。・湖北中学校プール濾過装置交換工事及び翌年度交換工事校設計委託（４
・今後、学校施設個別施設計画に基づき、中長期的なトータルコストの縮減及び予算の平準化を図りつつ、 当該年度 月～１１月）・小中学校消防設備修繕（４月～９月）・給水設備更新工事（４月～９月）・我孫子中学校屋
計画的な施設整備を進める。 執行計画 内運動場照明設備更新工事（４月～８月）・我孫子中学校屋内運動場雨漏り継続調査

(3)事業内容 内　　容

改善工事・修繕実施校数 想定値 19当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値 19

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適切な施設維持管理業務委託、改善工事及び修繕を完了し、安全で安心な環境を整備する。 直接 改善工事・修繕実施校数 校 19 19

令和 4年度 適切な施設維持管理業務委託、改善工事及び修繕を完了し、安全で安心な環境を整備する。 直接 改善工事・修繕実施校数 校 19

令和 5年度 適切な施設維持管理業務委託、改善工事及び修繕を完了し、安全で安心な環境を整備する。 直接 改善工事・修繕実施校数 校 19

経常費全体の削減の中で、計画的に事業を実施し、費用の節約を図る必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

〇小学校１３校施設維持管理費 189,759 〇小学校１３校施設維持管理費 192,520 193,152 〇小学校１３校施設維持管理費 192,520 〇小学校１３校施設維持管理費 192,520
〇中学校６校施設維持管理費 45,754 〇中学校６校施設維持管理費 46,819 47,435 〇中学校６校施設維持管理費 46,819 〇中学校６校施設維持管理費 46,819

＊ ◎プール濾過装置の更新★ ＊ ◎プール濾過装置の更新★ ＊ ◎プール濾過装置の更新★ ＊ ◎プール濾過装置の更新★
＊ ・湖北小学校プール濾過装置交換工事費 13,255 ＊ ・湖北中学校プール濾過装置交換工事費 13,299 11,802 ＊ ・三小学校プール濾過装置交換工事費 15,866 ＊ ・四小学校プール濾過装置交換工事費 15,866
＊ ・Ｒ３濾過装置交換校設計委託料 1,089 ＊ ・Ｒ４濾過装置交換校設計委託料 1,042 979 ＊ ・Ｒ５濾過装置交換校設計委託料 1,089 ＊ ・Ｒ６濾過装置交換校設計委託料 1,089
＊ ◎小中学校給水設備の更新★ ＊ ◎小中学校給水設備の更新★ ＊ ◎小中学校空調設備の更新 ＊ ◎小中学校空調設備の更新★
＊ ・二小給水設備更新工事費・監理委託料 32,603 ＊ ・三小給水設備更新工事費・監理委託料 26,427 25,855 ＊ ・中学校３校相談室空調更新工事設計 1,050 ＊ ・中学校３校相談室空調更新工事費 30,000

実施内容 ＊ ・仮設トイレ、水道工事検査等手数料 151 ＊ ・湖北中設備更新工事費・監理委託料 17,286 16,504 ＊ ・国庫補助交付金要望 ＊ ・国庫補助交付申請
＊ ・Ｒ３給水設備更新工事設計委託料２校 4,236 ＊ ・布佐小給水設備更新工事費 14,190 12,132 ＊ ・小中全１９校図書室空調更新工事設計 5,000

(8)施行事項
費　　用 ＊ ◎小中学校体育館照明設備の更新 ＊ ・仮設トイレレンタル料 191 191 ＊ ・国庫補助交付金要望

＊ ・照明器具更新工事設計（職員対応） 0 ＊ ・水道工事検査等手数料 23 23
＊ ・国庫補助交付金要望 ＊ ◎小中学校体育館照明設備の更新★
＊ ◎我孫子中学校体育館雨漏り修繕 ＊ ・我孫子中照明器具更新工事 14,520 12,463
＊ ・修繕設計（職員対応） 0 ＊ ・国庫補助交付金要望
＊ ◎小中学校消防用設備修繕 ＊ ◎我孫子中学校体育館雨漏り修繕
＊ ・小学校施設整備修繕（連結送水管） 7,095 ＊ ・雨漏り原因継続調査
＊ ◎小中学校樹木管理 ＊ ◎小中学校消防用設備修繕
＊ ・小中学校樹木管理委託料 5,698 ＊ ・小学校施設修繕（防火設備） 6,770 6,228
＊ ◎法面補強工事 ＊ ・小学校施設修繕（屋内消火栓設備） 4,858 4,768
＊ ・法面補強工事費 20,000 ＊ ・中学校施設修繕（防火設備） 7,698 7,082

予算(決算)額 合　　計 319,640 合　　計 345,643 338,614 合　　計 257,344 合　　計 291,294
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 33 ％ 2,151 2,147 補助率 0 ％ 0 補助率 33 ％ 10,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 75 ％ 34,300 充当率 75 ％ 62,400 58,100 充当率 75 ％ 11,800 充当率 75 ％ 26,800

(9)財源内訳
一般財源 285,340 281,092 278,367 245,544 254,494

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7
正職員人件費 14,790 15,130 15,130 15,130 15,130

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 334,430 360,773 353,744 272,474 306,424
(11)単位費用

17,601.58千円／校 18,988.05千円／校 18,618.11
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・施設改善工事は、校舎等施設の老朽化が進行しているため早期改修が必要な状況であり、施設の耐用年数の延長を図る ●①事前確認での想定どおり
ため重要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・施設の老朽化が進んでおり修繕の実施により学習環境の維持を図ることは必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・校地内樹木の剪定等は、施設管理と環境維持のため、必要な業務である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

安全な学校施設の管理運営を実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校施設であり市が主体となって事業を進める必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 学校施設であり市が主体となって事業を進める必要がある。

＜その他の内容＞
学校施設であり市が主体となって事業を進める必要がある。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている エネルギー効率等に配慮した整備等。 環境に配慮した材料等の使用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(校) 目標値(b)(校) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(校) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
19 19 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

概ね計画どおり事業を実施することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 19 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 360,773 △26,343 353,744 98.05
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△7.88

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.53

校 1000万円 0.54 101.89

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1007 課コード 1501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・総務課

個別事業 小中学校施設 の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 361,297 千円 (うち人件費 15,130 千円）⑦事業費
総事業費 155,487 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 360,773 千円 (うち人件費 15,130 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器



事業目的 運営に資するための必要な事務を行う。
展開方向

・教育長のスケジュール管理 ・随時　教育長のスケジュール調整
・交際費の管理 ・毎月　交際費の管理
・教育委員の各種行事への出席に係る連絡調整 当該年度 ・随時　教育委員との連絡調整
・我孫子市教育施策の策定 執行計画 ・６月～９月　教育要覧「あびこの教育」の作成

(3)事業内容 内　　容 ・教育要覧「あびこの教育」の作成 ・１１～３月　我孫子市教育施策の策定
・教育委員会の点検・評価報告書の作成 ・７～１１月　教育委員会の点検・評価報告書の作成

教育長のスケジュール調整日数 想定値 365当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値 365

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 教育長のスケジュールを適切に調整する。 直接 教育長の公務の適正執行率 ％ 100 100

令和 4年度 教育長のスケジュールを適切に調整する。 直接 教育長の公務の適正執行率 ％ 100

令和 5年度 教育長のスケジュールを適切に調整する。 直接 教育長の公務の適正執行率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

産休代替等会計年度任用職員 1,921 産休代替等会計年度任用職員 303 0 産休代替等会計年度任用職員 1,593 産休代替等会計年度任用職員 1,593
旅費 107 旅費 100 5 旅費 95 旅費 95
交際費 15 交際費 15 10 交際費 15 交際費 15
需用費 5,663 需用費 4,744 4,375 需用費 5,300 需用費 5,300
役務費 1,065 役務費 1,046 856 役務費 1,005 役務費 1,005
使用料及び賃借料 12,044 使用料及び賃借料 12,077 12,065 使用料及び賃借料 11,673 使用料及び賃借料 11,673
負担金補助及び交付金 174 負担金補助及び交付金 115 114 負担金補助及び交付金 152 負担金補助及び交付金 152

実施内容 公課費 55 公課費 33 33 公課費 45 公課費 45
パート会計年度（総務担当）０．２人 パート会計年度（総務担当）０．２人 パート会計年度（総務担当）０．２人 パート会計年度（総務担当）０．２人

(8)施行事項
費　　用 ２,５４２✕０．２人 508 ２,６１６✕０．２人 523 523 ２,６１９✕０．２人 524 ２,６１９✕０．２人 524

予算(決算)額 合　　計 21,552 合　　計 18,956 17,981 合　　計 20,402 合　　計 20,402
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 21,552 18,956 17,981 20,402 20,402

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.65 0.65 0.65 0.65
正職員人件費 5,655 5,785 5,785 5,785 5,785

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 27,207 24,741 23,766 26,187 26,187
(11)単位費用

74.54千円／日 67.78千円／日 65.11
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

教育長のスケジュールを適切に管理し、公務に支障がないよう調整することは必要不可欠な事業である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

教育長スケジュールに支障がないよう的確かつ効率的に調整を行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主体で行わなければ、関係機関等との調整ができない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

庁内・外部関係機関等との連絡調整を迅速に行い、的確にスケジュール管理を遂
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

行した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 24,741 2,466 23,766 96.06
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

9.06

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.4

％ 10万円 0.42 105

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1021 課コード 1501 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・総務課

個別事業 教育長の秘書業務等 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 27,029 千円 (うち人件費 5,785 千円）⑦事業費
総事業費 2,792 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 24,741 千円 (うち人件費 5,785 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

教育長のスケジュールを適切に管理し公務に支障がないよう調整するとともに、教育委員会事務局の適正な
施策目的・

(2)目的



発電所事故に伴う放射能の除去を実施し、児童・生徒が安全で安心して学ぶ環境を整備する
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
福島第一原子力発電所事故に伴う放射能の除去を実施する。 福島第一原発事故に伴う放射線低減策を実施する。
高さ5センチで、平均放射線量を毎時０．２３マイクロシーベルト以下を目指す。 局所的に線量の高い場所（ホットスポット）への対応
放射線量の高い場所（ホットスポット）の除染を実施する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

除染実施校 想定値 0当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適切な業務委託、除染工事を完了し、安全で安心な環境を整備する。 直接 除染工事完了校数 校 0 0

令和 4年度 直接 0

令和 5年度 直接 0

定期的な放射線量測定に基づき、対象箇所が生じた場合は速やかに除染対応を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 定期的な放射線量測定結果により対応 ＊ 定期的な放射線量測定結果により対応 ＊ 定期的な放射線量測定結果により対応 ＊ 定期的な放射線量測定結果により対応

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 870 890 890 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 870 890 890 890 890
(11)単位費用

0千円／校 0千円／校 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福島第一原子力発電所事故により、被害を受けた施設について、除染工事を行うことにより、児童・生徒の学習活動への ●①事前確認での想定どおり
影響を最小限にする必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

定期的な放射線量の測定により除染を必要とする学校施設は生じなかった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校施設であり市が主体となって事業を進める必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 保護者の協力を得ながら実施する必要がある。 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 放射能低減対策事業であるため。 ０．２３マイクロシーベルトを超えるホットスポットは生じ ●①想定どおり
□②生き物と共存している なかった。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(校) 目標値(b)(校) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(校) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 0 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

０．２３マイクロシーベルトを超えるホットスポットは生じなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 890 △20 890 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 ０．２３マイクロシーベルトを超えるホットスポットは

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 生じなかった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

校 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1947 課コード 1501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・総務課

個別事業 小中学校施設の放射能対策 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成23年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 890 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 398,917 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 放射能対策総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 福島第一原子力



)目的 事業目的
展開方向

・定例・臨時教育委員会の開催 ・定例教育委員会の開催（毎月）
・教育長及び教育委員の研修等への出席 ・臨時教育委員会の開催（１～２回）

当該年度 ・千葉県教育委員会連絡協議会研修会（年３回）
執行計画 ・関東甲信越静連合協議会研修会（年１回）

(3)事業内容 内　　容 ・その他の会議及び研修会への出席（随時）

定例・臨時教育委員会議の開催率(定例年12回 臨時1回) 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 定例・臨時教育委員会議の開催 直接 定例・臨時教育委員会議の開催率 ％ 100 100

令和 4年度 定例・臨時教育委員会議の開催 直接 定例・臨時教育委員会議の開催率 ％ 100

令和 5年度 定例・臨時教育委員会議の開催 直接 定例・臨時教育委員会議の開催率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

教育委員会委員報酬 2,640 教育委員会委員報酬 2,640 2,640 教育委員会委員報酬 2,640 教育委員会委員報酬 2,640
報償費 13 報償費 13 13 報償費 13 報償費 13
旅費 255 旅費 237 0 旅費 147 旅費 147
交際費 100 交際費 100 13 交際費 100 交際費 100
負担金補助金及び交付金 160 負担金補助金及び交付金 88 87 負担金補助金及び交付金 100 負担金補助金及び交付金 100
パート会計年度（総務担当）０．２人 パート会計年度（総務担当）０．２人 パート会計年度（総務担当）０．２人 パート会計年度（総務担当）０．２人
２,５４０✕０．２人 508 ２,６１６✕０．２人 523 523 ２,６１９✕０．２人 524 ２,６１９✕０．２人 524

実施内容 ＊ オンライン会議システム活用事業 0 0 ＊ 備品購入費 0
（試行期間）

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,676 合　　計 3,601 3,276 合　　計 3,524 合　　計 3,524
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,676 3,601 3,276 3,524 3,524

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1
正職員人件費 9,570 9,790 9,790 9,790 9,790

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,246 13,391 13,066 13,314 13,314
(11)単位費用

132.46千円／％ 133.91千円／％ 130.66
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に定められている ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法律で定められた事務事業であり、実施する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法律で定められた事務事業であり、市が主体となって実施す

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１４条により、教育委員会が主体となって実施する。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 会議資料作成部数を必要最小限とし、コピー用紙の削減に取 ペーパーレス会議の実施や会議室照明の部分消灯など、環境 ●①想定どおり
□②生き物と共存している り組むとともに、会議開催時は、室内の照明を部分的に消灯 負荷の低減を図った。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している するなど、環境負荷の低減に努めている。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

教育委員会会議を予定どおり開催することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,391 △145 13,066 97.57
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.09

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.75

％ 10万円 0.77 102.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和４年度行政評価から、事務事業評価表により個別に進捗を管理する対象から除外するが、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2014 課コード 1501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・総務課

個別事業 定例・臨時教育委員会の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 1.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,406 千円 (うち人件費 9,790 千円）⑦事業費
総事業費 10,762 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 13,391 千円 (うち人件費 9,790 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

定例・臨時教育委員会を開催し、教育行政の運営に関する基本方針の決定と規則の制定・改廃等を行う。
施策目的・

(2



更新を実施す 平成２８年６月に策定された我孫子市公共施設等総合管理計画及び令和２年３月に策定した学校施設個別施
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的 設計画により、老朽化が進む学校施設の改修等を計画的に実施する。
展開方向

我孫子市の教育施策や基本方針を踏まえ、学校施設の中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減及 ４月　改修設計業務委託入札
び予算の平準化を図りつつ、学校施設に求められる機能や性能を考慮しながら、老朽化が進む施設の計画的 ５月～３月　改修設計業務委託
な改修等を進める。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

便所等改修工事設計委託完了校数 想定値 1当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 便所等の改修工事を予定している我孫子中学校の設計委託を実施する。 直接 改修設計委託完了校数 校 1 1

令和 4年度 便所等改修工事を完了し、中規模改修工事設計委託及び改築基本設計委託を実施する。 直接 便所等改修工事完了校数 校 1

令和 5年度 中規模改修工事を完了し、長寿命化改修工事設計及び改築実施設計を実施する。 直接 中規模改修完了校数 校 1

長期的に実施する事業であるため、５年程度の期間ごとに計画の見直しを行う必要がある。また、学校施設であることから保護
(7)事業実施上の課題と対応 者や地域住民、関係機関等との調整も図りながら進める必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 【長寿命化改修】 ＊ 【長寿命化改修】 ＊ 【長寿命化改修】 ＊ 【長寿命化改修】
＊ ・我孫子中改修工事設計委託内容検討 ＊ ・我孫子中便所等改修工事設計委託料 3,309 3,309 ＊ ・我孫子中便所等改修工事費 200,000 ＊ ・我孫子中長寿命化改修工事設計委託料 18,000
＊ 【給食施設】 ＊ ・国庫補助要望 ＊ ・改修工事監理委託料 4,000 ＊ ・国庫補助交付申請・交付手続き
＊ ・給食提供手法等の検討・整備方針決定 ＊ 【給食施設】 ＊ ・国庫補助交付申請・交付手続き ＊ ・西小長寿命化改修工事設計委託料 33,820
＊ 【プール施設】 ＊ ・西小改修内容等の検討・決定 ＊ 【改築】 ＊ 【改築】
＊ ・民間活用・共同利用等の検討・決定 ＊ ・設計要否・対応決定 ＊ ・四小改築基本計画策定委託料 ＊ ・四小改築工事基本設計（金額未定）
＊ 【布佐中学校区学校施設】 ＊ 【プール施設】 ＊ （金額未定） ＊ （Ｒ５～Ｒ６継続費）

実施内容 ＊ ・学校施設の在り方等検討 ＊ ・民間活用・共同利用等の検討・決定 ＊ 【中規模改修】 ＊ 【中規模改修】
＊ ・施設整備規模・順位等決定 ＊ ・二小屋上外壁改修等設計委託料 32,208 ＊ ・二小屋上外壁改修等工事費 322,080

(8)施行事項
費　　用 ＊ 【布佐中学校区学校施設】 ＊ 【プール施設】 ＊ ・二小屋上外壁改修等工事監理委託料 16,604

＊ 学校施設の在り方等検討・方針決定 ＊ ・改修設計（金額未定） ＊ ・並木小屋上外壁改修等設計委託料 48,328
＊ 【布佐中学校区学校施設】 ＊ ・国庫補助要望・交付申請・交付手続き
＊ ・基本計画策定準備（金額未定） ＊ 【給食施設】並木小中規模改修に含む

＊ 【プール施設】改修工事設計（金額未定
＊ 【布佐中学校区学校施設】
＊ ・基本計画策定委託（金額未定）

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 3,309 3,309 合　　計 236,208 合　　計 438,832
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 33 ％ 59,046 補助率 33 ％ 66,666
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 75 ％ 88,500 充当率 75 ％ 100,000

(9)財源内訳
一般財源 0 3,309 3,309 88,662 272,166

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.5 0.5
正職員人件費 3,045 3,115 3,115 4,450 4,450

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,045 6,424 6,424 240,658 443,282
(11)単位費用

3,045千円／校 6,424千円／校 6,424
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校施設の老朽化や児童生徒数の減少が見込まれる中で、安全で快適な学習環境を維持するため、学校施設の適正規模や ●①事前確認での想定どおり
適正配置を行う上で計画的な学校施設整備は必要不可欠である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

予定どおり設計を完了した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校施設であり市が主体となって事業を進める必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 改築等の設計検討段階で保護者や地域住民の意見を広く聞き 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ながら整備内容を決定する。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 学校施設の改修等を行う上で、照明等を省エネルギー型に順 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している 次改修し、環境負荷低減に努める。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(校) 目標値(b)(校) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(校) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定どおり設計を完了した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,424 △3,379 6,424 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△110.97

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

校 10万円 0.02 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2240 課コード 1501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・総務課

個別事業 学校施設の老朽化対策 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和36年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,306 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,424 千円 (うち人件費 3,115 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 学校施設個別施設計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器・備品の



の熱中症対策と避難所機能向上のため、小中学校屋内運動場に空調設備を整備する。
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的
展開方向

小中学校屋内運動場に空調設備を整備する。 ４月　６中学校屋内運動場空調設備整備工事入札
５月～８月　空調設備整備工事　

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

６中学校屋内運動場空調設備整備完了校数 想定値 6当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ６中学校屋内運動場空調設備整備工事を完了する。 直接 空調設備整備完了校数 校 6 6

令和 4年度 小学校の整備手法等を検討する。 直接 空調設備整備手法等の検討 検討 1

令和 5年度 直接 0

中学校は地方創生臨時交付金を活用し整備することとしたが、小学校については財源や整備手法、整備時期等を含め市長部局と
(7)事業実施上の課題と対応 協議・調整し決定する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 中学校空調設備整備工事設計委託料 7,818 ＊ 【Ｒ２繰越事業】 ＊ 小学校空調設備整備方針等の検討
＊ 中学校空調設備整備工事費 162,779 162,169
＊ 中学校空調設備整備工事監理委託料 6,602 6,012
＊ 小学校空調設備整備方針等の検討

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,818 合　　計 169,381 168,181 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 100 ％ 7,818 補助率 90 ％ 163,099 156,000 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 6,282 12,181 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 870 890 890 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,688 170,271 169,071 890 890
(11)単位費用

1,448千円／校 28,378.5千円／校 28,178.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

近年の猛暑による熱中症対策や、大規模化する災害に対応するための避難所機能の向上を図るため、学校施設の屋内運動 ●①事前確認での想定どおり
場に空調設備を整備することは必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

予定どおり中学校６校の空調設備設置工事を実施するための設計を完了した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校施設であり市が主体となって事業を進める必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
学校施設であり市が主体となって事業を進める必要がある。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(校) 目標値(b)(校) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(校) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6 6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

中学校６校の空調設備設置工事を完了した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 6 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 170,271 △161,583 169,071 99.3
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1,859.84

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.35

校 1000万円 0.35 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2276 課コード 1501 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 教育総務部・総務課

個別事業 小中学校屋内運動場空調設備整備事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 209,540 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 170,271 千円 (うち人件費 890 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器・備品の更新を実施す 児童生徒


